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1 はじめに

広報 (パブリック ･リレーションズ)が研究さ

れ始めてから100年以上も経ち､企業において広

報の重要性が叫ばれて久 しい｡にもかかわらず､

企業経営を研究するうえで､企業広報を取り上げ

るケ-スは少ない｡つまり､企業理念､企業倫理､

企業文化､企業統治､企業戦略といったさまざま

な経営要素を取り上げるにしても､企業広報はあ

まり取り上げられていない｡企業広報の研究に関

心を抱く研究者の1人として､その原因を考えた

ところ､主に､3つの問題が浮かび上がる｡

1つ目は､企業広報の意味である｡広報という

言葉が我々の日常生活のなかで盛んに使われてき

ているが､どうもそれには宣伝､広告､売り込み

といった意味で使われていることが原因の1つだ

と考えられる｡つまり､企業広報といえば､企業

の商品 ･サービスを消費者に向けて一方的に売り

込むための宣伝活動であるといった印象が強く､

企業経営の健全な発展を導くうえで必要な経営要

素として取り上げられていないことである｡

2つ目は､企業広報の定義である｡広報の定義

をめぐる議論といっても､論者によりさまざまで

あり､多岐にわたる｡たとえば､パブリックの利

益を前提とする情報の発信を主な活動とするもの

から､パブリックの利益に奉仕することを前提と

する組織体のリーダーの責任と役割を指すものま

で､さまざまに語られる｡そこで､企業経営にお

ける広報の役割を再確認し､企業広報の定義や役

割を明確化する必要がある｡

3つ 目は､企業広報の理論である｡上記の2つ

の原因から､広報には理論がないといった指摘さ

えある｡これは､そもそも広報問題は多種多様で

あり､関与する研究分野も非常に広いからだと考

えられる｡たとえば､メディア ･リレーションズ

を論じる場合にはメディア論と関わりを持ち､イ

ンベスター ･リレーションズを論じる場合には財

務論､コンシューマー ･リレーションズを論じる

場合にはマーケテイング論､エンプロイー･リレー

ションズを論じる場合には人事管理論と関わりを
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持つなど､多くの研究分野と関わりを持つのであ

る｡

本研究では､以上の問題意識に基づいて､図表

1に示されるように､企業経営の観点からみられ

る広報問題に焦点を当てて､その発端､定義､そ

して､技術的な側面と特質的な側面の両視点か

らみられる企業広報の議論､および､理論的展開､

最後に研究領域と研究課題を考察し､一定の整理

ができることを期待する｡なお､紙面の関係もあ

り､3部に分けて取り組むことにし､第1部では､

企業広報の発端､定義､議論､第2部では､企業

広報の理論的展開､第3部では､企業広報の研究

領域と研究課題を中心に考察を行い､21世紀に

おける企業広報の研究領域を明らかにしていきた

い｡

2 広報の誕生と企業広報の発端

2.1 アメリカにおける広報の誕生

今日､さまざまな組織体において広範に使われ

ている広報の考え方は､民主主義と自由軍済を旗

印に繁栄を先導してきたアメリカで誕生し発展 し

てきたといわれている｡そして､パブリック ･リ

レーションズという言葉を初めて用いたのは､ア

メリカ独立宣言の起草者で第3代大統領でもある

トーマス ･ジェファーソン (ThomasJefferson)

だといわれているIo

その一方､アメリカの多くの広報専門書で紹

介されているように､広報が誕生した背景には､

18世紀にアメリカで起きた独立宣言や憲法批准

などといった政治を舞台とする歴史的出来事があ

り､愛国運動の展開や国民支持の獲得を狙って広

報活動が行われたとされる｡

たとえば､独立論者の1人であるサミュエル ･

アダムス (SamuelAdams)をはじめ､様々な宣

伝組織を組み､演壇や説教台を設置し､独立イベ

ントを仕掛けたとされるOなかでも､1766年1月

に､ボス トンで組織化された愛国団体の ｢自由の

子｣や､1772年6月に､同じくボス トンで形成さ

れた情報発信組織体の ｢通信委員会｣などが特徴

的だといわれている2.-万､1776年に､ トマス･

ペイン (momasPaine)より発表された独立を

提唱するパンフレットの 『コモン･センス』は､

発行されてわずか3ヵ月の間に12万部も売れ､｢革

命が始まって以来､最も有効なパンフレット｣で

あり､｢新聞業界を吸い寄せた最初のパンフレッ

ト｣であったという評価もなされている3｡

また､憲法批准をめぐって､アレキサンダー ･

ハミル トン (JueXanderHamilton)やジェームズ･

マディンソン UamesMadison)をはじめとする

憲法提唱者たちは､憲法の重要性と必要性を強調

した85篇の論文集 『ザ ･フェデラリス ト』を発

表したが､アメリカの世論を大きく刺激したとい

われる｡たとえば､『ザ ･フェデラリス ト』の発

表を､｢全E]で最初規模の政治キャンペ-ン｣で

あると評価している学者もいれば､ハ ミル トンの

ことを ｢広報人の誕生｣であると評価している学

者もいることから､その影響力は大きかったと予

想できる4｡

したがって､広報活動は､18世紀後半におけ

るアメリカ独立革命が発端となり､独立論者や憲

法提唱者などの政治運動が契機となって誕生した

といえる｡また､組織体あるいは個人の利益より

も､社会問題を解決するところに重点が置かれ､

国表1本研究の流れ

(出所)筆者作成｡
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最終的に､独立戦争の勝利を導き､憲法草案の批

准を得るといった歴史的な成功を収めることがで

きたといえる｡

2.2 企業広報の発端と広報コンサルティング

会社の誕生

このように､主に､政治舞台で使われていた広

報活動が企業の経営活動に用いられたのは､さら

に100年を経て19世紀後半に入るのを待たねばな

らなかった｡

1880年代後半に起こった電流戦争は､直流式

電気システムを開発したエジソン社と交流式電気

システムを開発したウェスティングハウス社との

間の送電システムをめぐる敵対関係の始まりが契

機になったといわれる｡この戦争で､エジソン社

代表の トーマス ･エジソン (ThomasEdison)は､

秘書のサミュエル ･インサル (Samuellnsull)を

リーダーとして､ウェスティングハウス社の交流

式システムの普及を阻害する活動を展開したとさ

れる｡なかでも､交流式を用いた電気椅子という

死刑執行具を開発し､次々と交流式の恐ろしさが

証明できる感電死実験を行い､威嚇キャンペーン

を行ったことが特徴的だといわれている｡

これに対して､ウェスティングハウス (George

Westinghouse)は､自社の交流式電気システム

に対する批判が強まるなか､アーネス ト･へイ

ンリックス (ErnestHeinrichs)を広報担当者 と

して雇用し､エジソン社の自社に対する威嚇キャ

ンペーンに対抗したとされる｡たとえば､へイン

リックスは､世論の批判が強まるにも関わらず､

交流式のメリットが伝わる文章を書き続けてメ

ディアの理解を求めたとされている｡最後に､交

流式電気システムのメリットが多くの市民の心に

響き､電流戦争はエジソン社の敗北で幕を閉じる

こととなったのである5｡

アメリカの多くの広報専門書には､へインリッ

クスのことを､｢アメリカ最初の企業部門のプレ

スエージェント｣だと記載されている｡このこと

は､19世紀後半に起きた電流戦争が企業広報の

発端であると考えられる｡ しかしながら､企業広

報が専門職として本格的に経営活動に用いられた

のは､さらに10年を経て20世紀に入るのを待た

ねばならなかった｡

1990年代に入ったアメリカでは､マックレー

カーズを中心に､政府の腐敗や大企業の弊害など

を非難する活動が頻繁に行われた｡フランク ･ノ

リスの著書 『タコ』(1901)､イーダ ･タ-ベル

の著書 『スタンダー ド･オイル社の歴史』(1904)､

アプ トン ･シンクレアの著書 『ザ ･ジャングル』
(1906)などにおいて､いずれも大企業が社会的

地位の仮面を被って人々を欺 くような道徳的な犯

罪や不正行為などを摘発しており､大きな社会的

反響を巻き起こしたといわれている6｡

こうした動乱の時代に､誕生 したのが広報コン

サルティング会社 (PR会社)である｡1900年に

ボス トンで最初のPR会社パブリシティ ･ビュー

ロー社が誕生 し､1902年に2番目のスミス&ウオ

ルマ一社､1904年に3番 目のパーカー&リー社､

といった広報専門の会社が次々と設立 されたの

である7｡当時のPR会社の主な仕事といえば､如

何に世論の大企業に対する非難活動を抑制する

かである｡ たとえば､鉄道業界が中心となって､
■■ら

1906年にアメリカ議会で通過 された鉄道規制措

置に関するへポバーン法を阻止するために行った

広報活動も8､無煙炭業界が中心となって､1906

年にペンシルバニア州で起こった炭鉱ス トライキ

を静めるために行った広報活動も､｢アメリカで

最も悪意に満ちた富豪家族｣という汚名を背負っ

たロックフェラー ･プアミリが､家族のイメージ

を高めるために行った広報活動も､PR会社或い

は広報専門家が関わったといわれている9｡

したがって､企業広報が専門職として本格的に

経営活動に用いられたのは､1900年代に入って

からであり､世論が政府の腐敗や大企業の弊害な

どを非難するなかで､その役割を発揮するように

なったといえる｡
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3 広報の定義と企業広報の定義

3.1 広報の定義をめぐる議論と変遷

広報の定義をめぐる議論といっても､論者に

よりさまざまであり､多岐にわたる｡たとえば､

Hadow(1976)は､アメリカにおける広報に関す

る多くの書籍から472個にものぼる広報の定義を

抽出して研究 しており､小宮山 (2003)も､日

本における用語辞典から12個､広報書籍から17

個にのぼる異なる広報の定義を取り上げて研究し

ていた｡このことは､広報の問題の複雑性を表し､

それにともなう広報の定義づけの難しさも判明し

たといえる｡

とはいっても､企業広報が誕生 して約100年も

経っているが､当時の広報専門家の間でも､広報

の定義について明確な基準を設けることができな

かったといわれている｡それは､｢広報の父｣と

も呼ばれるアイビー ･リー (IvyLee)さえ､自

分たちがやっている仕事の名前をどう呼べばいい

かよくわからなかったといわれている10｡ しかし

ながら､1906年に起こった炭鉱ス トライキをめ

ぐる広報活動に関ったリ-は､炭鉱会社の代弁者

でありながら､｢原則の宣言11｣を発表 し､その

なかで､広報の真実性を主張したとされる｡つま

り､リ弓 ま､広報活動において､パブリックに対

して事実をそのまま伝え､誠実､理解､妥協が重

要であると主張している12｡

一方､ リーと並びにもう1人の ｢広報の父｣
と呼ばれるエ ドワー ド･バ ーネイズ (Edward

Bernays)は､広報は､①パブリックに向けて情

報を公開する､⑦パブリックを説得 ･指導し､パ

ブリックの態度や行動を変える､③パブリックの

態度や行動が組織体と共感を持つように働きかけ､

これによってパブリックの支持を得る､という3

つの意味を持つと主張している13｡

｢広報の父｣とも呼ばれる2人の定義を比較す

ると､リーの定義は､組織体がパブリックに対し

て一方的に情報を発信するところに重点が置かれ､

それに対して､バーネイズの定義は､組織体が広

報活動を通じてパブリックを説得し､それによっ

てパブリックの支持も得られるところに重点が置

かれたといえる｡しかしながら､レックス ･ハ-

ロー (RexHarlow)の定義からは､広報の役割が

一層具現化されたとみることができる｡

Harlow (1976)は､｢広報とは､独特なマネジ

メント機能であり､組織体とパブリックとの間に

相互のコミュニケーションを通じて､互いに相手

を受け入れ､協力関係を保つことであり､経営層

が組織体の運営における問題や議題を把握するこ

とに役立ち､パブリックの意見を吸収して適切な

対応を行うことに役立ち､パブリックの利益を重

視した社会的責任を意識することに役立ち､危機

に対してあらかじめ警戒する機能を有し､組織体

の趨勢を予期する機能を有し､急変な経営環境に

適応することに役立ち､倫理的かつ効果的なコ

ミュニケーション技術を主な手段とするものであ

る14｣と定義づけている｡

この定義では､広報を一種のマネジメント機能

として捉えていたことが特徴的であり､倫理的か

つ効果的なコミュニケーション技術によって､①

経営問題を発見し､②適切な経営行動を導き､③

企業の社会的責任を意識 し､(塾経営危機を警戒

し､(9経営の趨勢を予期し､⑥急変な環境に適応

することに役立つことだと強調している｡ただ､

Harlow (1976)の定義が長いことから､Grunig

&Hunt(1984)は､｢広報とは､組織体とその組

織体を取り巻くパブリックとの間にコミュニケー

ションを中心とするマネジメント機能である｣と

簡略化したのである15｡

その他､1982年11月に､アメリカリヤブリック･

リレーションズ協会 (PRSA)より発表された ｢広

報に関する公式声明｣においても､｢広報は､マ

ネジメント機能として､組織体の目標､計画､運

営､政策などに関わる16｣と指摘 している｡さら

に､スタンダー ドな広報テキス トとして評価され

ているCutlipetal.(2008)においても､｢広報とは､

組織体とその組織体の成功或いは失敗を左右する

パブリックとの間に､互いに利益をもたらす関係

を構築するマネジメン ト機能である17｣と定義づ

けられている｡このことから､広報は､宣伝､広
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図表2 広報定義の変遷

情報発信型

(IvyLee)

説得型

(EdwardBernays)

(出所)筆者作成 o

告､売り込みではなく､組織体とその組織体を取

り巻くパブリックとの間に健全な利害関係を構築

することを目的する重要なマネジメント機能とし

て捉えるべきであると考えられる｡

したがって､広報の定義は､図表2に示 される

ように､おおむね､① リーに代表されるように､

組織体がパブリックに対 して一方的に情報を発信

するという情報発信型から､⑦バーネイズに代表

されるように､組織体が広報活動を通 じてパブ

リックを説得し､それによってパブリックの支持

を得られるという説得型へと変遷し､そして､③

ハ-ローに代表されるように､一種のマネジメン

ト機能として組織体の健全な発展に貢献できると

いうマネジメント型へと発展してきたといえる｡

3.2 パブリックの考え方

以上､広報の定義をめぐる議論および変遷を考

察したが､広報問題を企業経営に当てはめて考え

る場合に､1つ重要な問題に気づかざるを得ないO

それは､｢パブリック｣というキーワードである｡

パブリックの和訳は ｢公衆｣或いは ｢大衆｣とな

るが､企業にとって､広報の対象となるパブリッ

クといっても､具体的に誰を指し､誰を相手に広

報活動を展開すべきかが明確化されていない｡つ

まり､コミュニケーション相手が明確化されない

限り､コミュニケーション技術がどのように優れ

たとしても､高い効果は得られないといえる｡

この問題に早く気付いた代表的な広報研究者は､

ジェームズ･グルーニッグ OamesGrunig)である｡

グルーニッグは､1970年代からパブリックの研

究に興味を示し始め､社会学者ハーバード･ブル-

マ- (HerbertBlumer)や哲学者ジョイン･デュー

イ UohnDewey)などの先行研究を基に､情勢

理論 (situationaltheory)を確立したのである｡

マネジメント型

(RexHa一low)

具体的には､1)ブルーマーとデューイのパブ

リックに関する考え方､つまり､パブリックとい

うのは､ある問題 ･議題によって結合され､その

問題を解決するために一定の意欲を持って行動す

る集合体であり､パブリックは､単なる組織も規

律もない群衆ではなく､また､問題や議題の違い

によってパブリックも異なり､同じ問題や議題を

抱えているとしても個々の考え方は異なってく

ることと18､2)デューイの考え方､つまり､1個

人は､ある事情あるいは情勢に対 して,何の理

由もなく思考あるいは討論することはないO し

かし､その事情あるいは情勢が自分にとって問

題となれば､態度は違ってくることから19､①

問題認識 (ProblemRecognition)､②抑制認識

(ConstraintRecognition)､①関わ り程度 (Level

oflnvolvement)の3つの変数を考えたのである｡

まず､第1変数である ｢問題認識｣は､自分に

関わる問題に対する認識度を_指す｡たとえば､自

分の利益に直接的に関わる問題であれば認識度は

高く､そうでなければ認識度は低いとされる｡つ

ぎに､第2変数である ｢抑制認識｣は､問題を発

見あるいは解決するにあたっての阻害度を指すo

たとえば､ある問題を解決 しようとしても､邪魔

あるいは進行を妨げるものがたくさんあれば､や

る気を失うとされる｡加えて､第3変数である ｢関

わり程度｣は､問題に対する関心あるいは関わり

の程度を指す｡たとえば､環境汚染が自分の生活

に直接影響を及ぼす場合には､積極的に問題に関

わり､そうでなければ､無関心の立場を選択する

ことになる20｡

グルーニッグの情勢理論は､図表3に示される

ように､4つの行為類型､4つのパブリック種類､

そして､8つの組み合わせとして整理されている｡

まず､4つの行為類型は､図表3の左側に配置
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されており､第1変数である問題認識と､第2変

数である抑制認識の高低によって構成されている｡

つぎに､4つのパブリック種類は､それぞれ､①

行動型パブリック (active)､②意識型パブリック

(aware)､③潜在型パブリック (latent)､④存在

しないパブリック (None)を指し､この4つのパ

ブリック種類が､4つの行為類型と第3変数であ

る関わり程度との組み合わせによって､8つの組

み合わせを形成するのである｡

このなかで､行動型パブリックは､問題の認識

が高く､抑制の認識が低いうえで､関わり程度も

高いため､自発的に情報を収集し､積極的に問題

解決に取り組むという､最も理想的なパブリック

であるとされる｡その一方､問題意識があまりに

も高いため､組織体にとっては最も説得しにくい

パブリックであるとされる｡そして､意識型や潜

在型も､組織体にとっては無視できない存在であ

るとされる｡なぜならば､意識型や潜在型は､情

報を吸収することによって行動型へと移行する可

能性があり､特に､意識型の場合は､最もメディ

アの影響を受けやすいタイプであるとされる｡な

お､存在 しないパブリックは､問題意識も低 く､

運命に依頼 し､すぐあきらめるタイプであるため､

組織体にとっては必要のないパブリックであると

される21｡

グルーニッグの情勢理論は､組織体が広報活動

を行ううえで､パブリックを分類する必要性を強

調した点からみれば､大きく評価すべきだと思わ

れる｡しかしながら､4つのパブリック種類が存

在するとしても､おおぜいの大衆の中からそれを

如何に区分し､異なるパブリックに対 してどう

やって広報活動を展開すべきか､という疑問は残

されたままであると考える｡

3.3 企業広報の定義

その一方､企業において社会性重視の経営を求

める議論がなされて久しいが､なかでも､企業と

企業を取 り巻 く利害関係者 (stakeholder)との

関係のあり方をめぐる研究が中心となり､経営学

の基礎理論としても位置づけられている｡このよ

うななか､Freeman(1984)の利害関係者に関す

る理論研究が高い影響力を持ち､今もなお､様々

な研究分野で採用されているといわれている22｡

Freeman(1984)は､利害関係者とは､ある組

織体の目標や政策､決断や行動などを起こすこと

に一定の影響を与える ｢一群の人々｣または ｢1
個人｣であると定義し､その支持がなくては､組

織体は存続できなくなると指摘している23｡これ

は､ブルーマーとデューイのパブリックに関する

考え方と共通する部分が非常に多いため､企業に

おける広報活動でも､広報対象となるパブリック

を ｢一般大衆｣という広い意味で捉えるのではな

く､企業を取り巻く様々な利害関係者､具体的に

いえば､利害関係者の一人ひとりを､特性を持っ

た広報対象として捉え､個々の利害関係者(グルー

プ)の要望や期待､不満に応えるような､的を蔽っ

たいわゆる ｢狭報｣活動を展開することが重要と

なる24｡

図表3 情勢理論の 3つの変数､4つのパブリック種類､8つの組み合わせ

関わり程度 高い 関わり程度 低い

問題の認識 高抑制の認識 低 行動型パブリック 意識型&行動型パブリック

問題の認識 高抑制の認識 高 意識型&行動型パブリック 潜在型&意識型パブリック

問題の認 低 行動型パブリック 存在しない&潜在型パブリック
抑制の認 倭 (情報吸収によって問題意識が高まる)

(出所)Gru.nig&Hunt(1984)p.153を基に､筆者作成｡
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図表 4 企業広報の定義

(出所)筆者作成｡

以上を踏まえて､企業広報の定義を考えると､

図表4に示 されるように､企業広報とは､企業が

利害関係者の一人ひとりを､特性を持った広報対

象として捉え､その利害関係者に真実な企業情報

を適切かつ適時に伝えると同時に､積極的な対話

を図るコミュニケーション戦略を展開することに

よって､利害関係者の企業に対する要望や意見を

吸収し､期待や不満に応え､経営の趨勢や危機な

ども予期でき､最終的に利害関係者との相互理解

が深まり､信頼関係が構築できる健全な企業経営

を実現するマネジメント機能である､と定義づけ

ることができる｡

4 企業広報の技術と特質

4.1 企業広報の技術的な側面

企業広報をめぐる議論は､一般的に､その過程

や戦略を重視した技術的な側面と､その特徴や考

え方を重視 した特質的な側面の2つが中心となっ

て行われてきたとみることができる｡

技術的な側面においては､①Marston(1963)

の ｢RACEモデル｣､⑦Jefkins(1983)の ｢広報の

仕事-6ステップ｣､(∋Harris&Wh alen(2006)の｢広

報戦略-7ステップ｣などがあげられる｡

まず､①Marston(1963) の ｢RACEモデル｣

は､｢リサーチ､アクション､コミュニケーショ

ン､評価｣のことを指し､企業広報の一般的な過

程を示 したものとみることができる｡それに対b

て､⑦Je蝕ins(1983)の ｢広報の仕事16ステップ｣

は､｢形勢の分析､目的の設定､パブリックの確認､

媒体と技術の選択､方案と予算の制定､効果の測

定｣のことを指し､企業広報の過程よりも､手段

に重点を置いたものとみることができる25｡

つぎに､Harris&Whalen(2006)の ｢広報戦

略-7ステップ｣は､図表5に示 されるように ｢形

勢の分析､目的の設定､戦略の立案､ターゲット

の識別､メッセージの作成､戦術の立案､効果の

測定｣のことを指すOこのモデルは､Jefldns(1983)

の ｢広報の仕事-6ステップ｣と共通する部分を持

つが､企業広報の一般的な過程､手段よりも､広

報戦略に重点を置いたことが特徴であり､今もな

お､広報の技術として多くの組織体で使われてい

るといえる｡

具体的には､まず､形勢の分析の場合は､企業

の外部と内部の経営環境､およびメディア論調な

どを分析するうえで､マーケテイング環境の分析

のなかで最もよく使われているSWm 分析 (強み:

Strength､弱み:Weakness､脅威 :Threat､機会 :

Opportunity)を用いて､それぞれに属する企業

情報を整理するのである｡

つぎに､目的の設定の場合は､経営課題を把握

することが重要となり､広報活動の具体的な数値

目標を明確化し､企業目標と広報目標の一貫性を

図るのである｡また､広報戦略を立案する際に､

企業情報の伝え先を明確化するように､ターゲッ

トの設定が重要となり､そのうえで､企業広報の
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図表5Whalenの｢広報戦略-7ステップ｣

(出所)Harris&Whalen(2006)p.57を基に､聾者作成｡

目的に沿って､伝えるべき企業情報を企画し､メッ

セージを創出するのである｡加えて､各プロジェ

クトを実行するなかで､メディアを確認し､メッ

セージのシナリオや伝えるタイミングといって戦

術を立案し､最後に､企業広報の効果を測定する

のである26｡

企業広報の具体的なステップや戦略といった技

術的な側面については､別の機会でより詳しく考

察したいが､議論の展開としては､企業広報の一

般的な過程から､効果性を高めるための広報手段

の研究へと変遷し､最後に経営戦略を構成する重

要な要素として確立する広報戦略の研究へと発展

したとみることができる｡

4.2 企業広報の特質的な側面

企業広報の特徴や考え方を重視した特質的な側

面においては､Grunig&Hunt(1984)の ｢広報

の4モデル｣に関する研究が代表的であるOグルー

ニッグとハントは､1980年代の初期から､アメ

リカにおける広報の歴史および早期の広報関連の

書籍を詳しく研究し､広報の4モデルを確立した

が､今もなお､広報研究における基礎理論として

高い影響力を持つのである｡図表6に示されてい

るように､Grunig&Hunt(1984)の ｢広報の4モ

デル｣は､企業広報の歴史的変遷に沿って､4つ

のモデルとして整理されている｡

第1の広報モデルは､｢媒体代理型/宣伝型

(PressAgentry/Publicity)｣と名付けられ､主

な目的は､宣伝 (Propaganda)であるとされ

る｡具体的には､発信者が受信者に向けて一方

的に企業情報を伝えることであり､かつ情報の

真実性が確保されていないことである (One-way;

completetruthnotessential)｡このモデルは､一

般的に､スポーツやサーカス､商品プロモーショ

ンなどで用いられ､このモデルに適した代表的な

広報人物として､フイニアス･バーナム (Phineas

Barnum)が取り上げられている270

1800年代前半のアメリカでは,ショービジネ

スが繁栄期を迎え､サーカス業を経営 していた

バーナムは､巧妙な宣伝活動を行うことによって､

サーカス業を売り込み､パブリックのサ-カスに

対する関心と興味を持たせたとされる｡バーナム

の最初の広報活動は､160歳を超えたとされる初

代ワシントン大統領の乳母を見世物にする､と

いった情報を発信し､新聞に大きく取り上げられ､

高い宣伝効果を果たしたといわれている｡その後

も､真偽の疑わしいネタを作り続け､無料で報道

機関に売り込んだとされる2㌔

第2の広報 モデル は､｢情報発信型 (Public

information)｣と名付けられ､主な目的は､情報

の普及 (Disseminationofinformation)であると

される｡このモデルのコミュニケーション性質

も､第1の広報モデルと同じく､発信者が受信者

に向けて一方的に情報を伝えるという一方向型で

はあるが､情報の真実性が確保されていることが

大 きな進歩であるといえる (One-way;tru仇not

essential)Oこのモデルは､一般ビジネスで用い

られているほかに､特に､政府機関や非営利組織

でよく用いられ､このモデルに適した代表的な広

報人物として､アイビー ･リーが取り上げられて
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図表 6 広報の 4モデルおよび特徴

媒体代理/宣伝型 情報発信型 双方向,非対称型 双方向.対称型

目的 宣伝 情報の普及 論理的説得 相互理解

コミュニケーション 一方向型 一方向型 双方向型 双方向型

性質 非全真実 真実 効果不均衡 効果均衡

コミュニケーションモデル 発信者-受信者 発信者-受信者 発信者-受信者ー(フィードバック) グループ-→グループー(フィードバック)

適した歴史人物 フイニアス.バーナム アイビー.リー エドワード.バーネイズ バーネイズ(教育家)

応用 スポーツ､サーカス 政府､非営利組織 一般企業 正規である企業

(出所)Grunig&Hunt(1984)p.22を基に､筆者作成｡

いる29｡

1990年代前半のアメリカでは､マックレーカー

ズを中心に､政府の腐敗や大企業の弊害などを非

難する活動が頻繁に行われた｡そのなかで､リー

は､1904年に3番 目のPR会社であるパーカー&

リー社を設立 し､大企業の広報代理として世論の

批判を収める一役を果たしたのである｡たとえ

ば､1902年から始まった無煙炭企業のス トライ

キに関わり､従業員の企業に対する非難活動を収

める広報活動を展開し､社会のロックフェラー家

族に対する批判が強まるなか､ロックフェラーの

イメージアップを目的とする広報活動にも関わっ

てきたとされる｡そのようななか､1906年のあ

る無煙炭企業のス トライキで､｢原則の宣言｣を

発表 し､広報の真実性を主張したことが高く評価

されている30｡

第3の広報モデルは､｢双方向 .#対称型 (Two-

WayAsymmetric)｣ と名付けられ､主な目的は､

論理的説得 (ScientiBcpersuasion)であるとされ

る.このモデルのコミュニケーション性質は､一

方向型から双方向型へと深化し､論理的な説得に

より受信者を納得 し､それによってパブリックの

支持を得ることである｡ただ､組織体の利益が優

先 されるため､効果は､発信者である組織体に

偏向するといわれている (Two-way;imbalanced

effeccts)｡ このモデルは､一般企業やPR会社で

よく用いられ､このモデルに適 した代表的な広報

人物として､エ ドワー ド･バーネイズが取り上げ

られている31｡

バ ーネイズは､1923年 に広報 に関す る最初

の 著 書 『世 論 の 覚 醒 化 (Crystal1izingPublic

Opinion)』を発表 したが､そのなかで､初めて広

報カウンセル (PublicRelationsCounsel) という

言葉を使 ったとされる｡彼は､1923年にニュー

ヨーク大学で最初に広報科目を教えることとなっ

たが､あるセ ミナーで､広報のことをパブリシ

ティ ･デ ィレクシ ョン (PublicityDirection)か

ら広報カウンセルへと呼び変える必要があると強

調 したとされる｡つまり､企業広報は､単に､企

業情報をパブリックに知 らせる-だけではなく､パ

ブリックのことを説得 し､支持を得 られることが

重要だと指摘 している32｡

第4の広報モデルは､｢双方向･対称型 (TwoIWay

Symmetric)｣ と名付けられ､主な目的は､相互

理解 (Mutualunderstanding)で あるとされ る｡

このモデルのコミュニケーション性質は､第3の

広報モデル と同 じく､双方向型を重視 している

が､効果が両方にあるべきであることが主張され

(Two-way;balancedeffeccts)､最も理想的な広報

モデルだと評価 されている33｡

双方向･対称型広報の出現は､広報が宣伝､広告､

売り込みであるといった先入観を打ち破 り､良き

コミュニケーション戦略に基づいて､企業と利害

関係者との間に健全な利害関係を構築し､互いに

利益をもたらす方向性を目指すのである｡つまり､

双方向 ･対称型広報は､常に利害関係者の立場を
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図表 7双方向･対称型広報の実現と企業経営の健全な発展

(出所)筆者作成｡

考える必要があり､利害関係者の一人ひとりを､

特性を持った広報対象として捉え､個々の利害関

係者の要望や期待､不満に応えるような､的を絞っ

た広報活動を展開することを強調したともいえる｡

5 双方向 ･対称型広報の実現に向けて

今日の企業社会は,不祥事が続発する一方であ

るといえる｡アメリカの場合は､基本的に ｢企業

は株主のもの｣という考え方が定着 しており､そ

れが､機関投資家を中心とした企業統治の展開を

導いたといわれている｡そこで､株主に対するア

カウンタビリティの強化や社外取締役の重視と

いったアメリカ型統治モデルが模範化されてきた

が､それにしても､2000年代に入って､エンロ

ン事件やワール ドコム事件に代表される巨大な企

業不祥事を食い止めることはできなかった34｡

中国の場合は､1993年以降の近代的企業制度

の実施にともない､会社資産の不正流用や粉飾決

算､虚偽情報の開示や相場操縦などの企業不祥事

が多発し､一時証券市場の崩壊を招くおそれさえ

憂慮 された｡そのようななか､2000年代に入っ

て中国証券監督管理委員会や上海証券取引所など

では､企業統治原則の策定や経営者教育システム

の構築に多大な力を入れてきた｡それにしても､

2003年から2007年までの間に､上場会社におけ

る証券をめぐる企業不祥事だけで1,052件にのぽ

り35､2009年度上半期では､すでに148件の不祥

事が摘発されたといわれる36｡

日本の場合も､2000年代初頭から､集団食中

毒､食肉偽装､自動車欠陥 ･リコール隠し､耐震

偽装､粉飾決算､インサイダー取引､利益水増し､

介護報酬不正請求などの企業不祥事が数え切れな

いほど頻発している｡企業不祥事は､株価の下落

や証券市場に対する不信感を招くばかりでなく､

ときとして社会全体に大きな影響を及ぼす｡その

ため､企業統治や企業倫理などのキー ･コンセプ

トが登場し､これによって､企業と企業を取り巻

くさまざまな利害関係者との間に信頼関係を構築

するといった議論が盛んになされているが､実態

は大きく変わっていないと言わざるを得ない｡つ

まり､企業が自社を取り巻く様々な利害関係者と

信頼関係を構築することによって､企業経営の健

全な発展を図るという議論の方向性には問題がな

いが､信頼関係を構築する方法論を論じる場合に､

単なる厳格な企業統治システムの構築や立派な企

業倫理の強調にとどまるだけでは､実現が難しく

なってくるといっても過言ではない｡

そこで必要なのは､企業が良きコミュニケー

ション戦略に基づいてさまざまな利害関係者と誠

実な対話を行うことである｡つまり､図表7に示

されるように､企業は､利害関係者の一人ひとり

を､特性を持った広報対象として捉え､自らの意
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恩や真実な企業情報を適切かつ適時に伝えると同

時に､利害関係者の企業に対する要望や意見を吸

収し､期待や不満に応えるような双方向 ･対称型

広報を展開することによって､経営の透明性につ

ながり､利害関係者から信頼 される企業として､

企業経営の健全な発展を実現することが可能だと

考えられる｡

6 おわりに

本稿は､｢21世紀における企業広報の研究領域

｣の第1部として､企業広報の発端､定義､そして､

技術的な側面と特質的な側面の両視点からみられ

る企業広報の議論を中心に､考察を行なってきたO

企業広報の発端では､今から100年以上を遡っ

て､19世紀後半に起 こった電流戦争を考察 し､

企業における広報の必要性を解明することがで

き､1990年代に入って誕生 したPR会社の社会的

背景も明らかにすることができた｡企業広報の定

義では､｢広報の父｣ とも呼ばれる2人の広報専

門家をはじめ､さまざまな代表的な広報の考え方

を取り上げ､広報の定義が情報発信型から説得型

へ､そして､マネジメント型へと発展 してきたと

いう歴史的な変遷を整理することができた｡技術

的な側面からみられる企業広報の議論では､企業

広報の一般的な過程の研究から､効果性を高める

ための広報手段の研究へ､そして､経営戦略を構

成する重要な要素として確立される広報戦略の研

究へと発展 してきたことを解明することができた｡

特質的な側面からみられる企業広報の議論では､

Grunig&Hunt(1984)の ｢広報の4モデル｣を中

心に､媒体代理型/宣伝型､情報発信型､双方向･

非対称型､双方向 ･対称型のそれぞれの性質や特

徴などを考察し､企業広報の最も理想的なモデル

を確認することができた｡

最終的に､企業は､双方向 ･対称型広報の展開

によって､利害関係者から信頼される企業として､

企業経営の健全な発展を実現することが可能であ

るといったところに大きな期待を寄せることに

なった｡第2部では､企業広報の理論的展開を整

理するうえで､双方向 ･対称型広報を展開するう

えで必要だと思われる研究領域､および研究課題

を考察 し､21世紀における企業広報の新たな方

向性を解明できることが期待される｡

【注】

1 小倉 (2006)p.2700

2 Cutlip(1995)pp.17-18.
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4 Cutlip(1995)p.34.
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6 Newsom&Sco仕(1981)p.35.

7 Cutlip(2008)pp.121-123.

8 Cutlip(2008)p.121.

9 Seitel(1992)p.33.

10 Hiebert(1966)p.ll.

ll Newsom&Scott(1981)p.37.

12 Hiebert(1966)p.ll.
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パブリックを ｢一般大衆｣ という広い意味
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一人ひとりを指すことであり､その意味で広

いということは重要ではないという主張であ

る｡

25 Jefkins(1983)p.85.
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